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【食科協の活動状況】 

１．２０２1 年 2 月～２０２1 年 3 月の主な活動 

２月１８日 ニュースレター211号を発行。 

２月１９日 かわら版276号・かわら版ニュース＆トピックス115号を発行。 

２月２６日 かわら版277号・かわら版ニュース＆トピックス116号を発行。 

２月２６日 2020年度第2回食科協公開講演会開催。 

３月０２日 かわら版ニュース＆トピックス117号を発行。 

３月０５日 かわら版278号・かわら版ニュース＆トピックス118号を発行。 

３月０９日 かわら版ニュース＆トピックス119号を発行。 

３月１２日 かわら版279号・かわら版ニュース＆トピックス120号を発行。 

３月１２日 かわら版リニューアル。 

３月１６日 かわら版ニュース＆トピックス121号を発行。 

３月１６日 ホームページ制作会議。 

３月１７日 第11回常任理事会・運営委員会。 

３月１９日 かわら版280号・かわら版ニュース＆トピックス122号を発行。 

３月１９日 ホームページリニューアル公開準備完了  

会員限定公開（ご意見・要望募集中）。 

３月２３日 かわら版ニュース＆トピックス123号を発行。 

３月２６日 かわら版281号・かわら版ニュース＆トピックス124号を発行。 

３月２６日 ニュースレター21２号を発行。 

 

上記のQRコードをスマホで読んでホームページにどうぞ 

パソコンの場合のアドレスは 

https://www.ccfhs.or.jp/hp/ 

になります（クリックすると飛びます） 

https://www.ccfhs.or.jp/hp/
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【行政情報】 
NPO 法人 食品保健科学情報交流協議会 

顧問 森田 邦雄 

 

１ 食品表示法第 10 条の２第１項の規定に基づく食品の自主回収の届出に

ついて 

2月26日、消費者庁は次長名をもって各都道府県知事等宛標記通知を出した。これは、 

「食品表示法第 10 条の２第１項の規定に基づく食品の自主回収の届出」を新たに定め、

その運用を示したもので、その主な内容は次の通り。 

また、食品表示法違反等の食品について、食品衛生上の問題がなく、かつ表示の是正を

することが可能な場合においては、表示の是正を行った上で、食品としての利用を図るな

ど、過剰な回収による食品ロスにつながらないよう、併せて食品関連事業者等へ助言する

ようにとしている。 

届出の対象は、食品表示法第 10 条の２第１項に定めるとおり、食品関連事業者等が、

食品表示法第６条第８項に規定するアレルゲン、消費期限、食品を安全に摂取するために

加熱を要するかどうかの別その他の食品を摂取する際の安全性に重要な影響を及ぼす事

項等を定める内閣府令で定める事項について、食品表示基準に従った表示がされていない

食品の販売をした場合において、自ら当該食品を回収した場合とする。なお、消費期限及

び賞味期限を超過した食品であっても、同様に自ら当該食品を回収した場合、届出を要す

ることに留意すること。 

また、食品関連事業者等が、食品の自主回収の届出を既に行っている場合であっても、

当該食品による消費者の生命又は身体に対する危害が報告されている場合には、当該食品

関連事業者等の主たる事務所の所在地を管轄する都道府県知事等は、法第６条第８項の規

定に基づき、回収等の命令の措置を検討すること。 

なお、法第 10 条の２第１項の規定によらないものの、アレルゲンのうち「特定原材料

に準ずるもの」の表示不備を理由として食品関連事業者等が自主回収を行った場合、当該

食品関連事業者等の主たる事務所の所在地を管轄する都道府県知事は、消費者の生命又は

身体に対する危害の発生防止の観点から、当該食品関連事業者等に対し、積極的な届出を

促すこと。 

食品の自主回収の届出に当たっては、食品衛生法第 58 条第 1 項の規定に基づく届出

と同様に、厚生労働省の電子申請システムの活用を推奨すること。 
https://www.caa.go.jp/policies/policy/food_labeling/food_labeling_act/amendment_001/assets/food_labeling

_cms204_210226_01.pdf 

 

2 「食品安全総合情報システム」公表 

  3 月 19 日、食品安全委員会が公表した標記システムに次の記事が掲載されている。 

 
https://www.fsc.go.jp/fsciis/foodSafetyMaterial/search?keyword=%EF%BC%AC%EF%BC%A4%EF%BC%95

%EF%BC%90&query=&logic=and&calendar=japanese&year=&from=struct&from_year=2021&from_month=

https://www.caa.go.jp/policies/policy/food_labeling/food_labeling_act/amendment_001/assets/food_labeling_cms204_210226_01.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/food_labeling/food_labeling_act/amendment_001/assets/food_labeling_cms204_210226_01.pdf
https://www.fsc.go.jp/fsciis/foodSafetyMaterial/search?keyword=%EF%BC%AC%EF%BC%A4%EF%BC%95%EF%BC%90&query=&logic=and&calendar=japanese&year=&from=struct&from_year=2021&from_month=02&from_day=19&to=struct&to_year=2021&to_month=03&to_day=05&areaId=00&countryId=000&informationSourceId=0000&max=100&sort_order=date.desc
https://www.fsc.go.jp/fsciis/foodSafetyMaterial/search?keyword=%EF%BC%AC%EF%BC%A4%EF%BC%95%EF%BC%90&query=&logic=and&calendar=japanese&year=&from=struct&from_year=2021&from_month=02&from_day=19&to=struct&to_year=2021&to_month=03&to_day=05&areaId=00&countryId=000&informationSourceId=0000&max=100&sort_order=date.desc
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02&from_day=19&to=struct&to_year=2021&to_month=03&to_day=05&areaId=00&countryId=000&informati

onSourceId=0000&max=100&sort_order=date.desc 

（1）欧州食品安全機関(EFSA)及び欧州疾病予防管理センター(ECDC)、欧州連合/欧州経

済領域(EU/EEA)及び英国の複数国にわたる家きん製品に関連した Salmonella 

Enteritidis sequence type (ST) 11の集団感染に係る合同緊急集団感染評価書を公表 

概要は以下のとおり。 

  2018 年 5 月から 2020 年 12 月までの間、193 人の S. Enteritidis ST 11 による

ヒト症例がデンマーク(2)、フィンランド(4)、フランス(33)、ドイツ(6)、アイルランド

(12)、オランダ(3)、ポーランド(5)、スウェーデン(6)及び英国(122)（括弧内は患者数）

で報告された。患者の 5 人に 1 人は入院した。1 人の死亡が報告された。患者の 50%は

18 歳以下の子供であった。直近の患者は英国から 2020 年 12 月に報告された。英国の

疫学的研究によって、パン粉をまぶした冷凍鶏肉製品の喫食に関連した S. Enteritidis 感

染リスクの増加が確認された。 

  非加熱喫食用でない(non-ready-to-eat)鶏肉製品(パン粉をまぶした製品など)の 5 バ

ッチが集団感染株と一致する S. Enteritidis に検査陽性であった。これらのうち 3 バッチ

はポーランドの加工会社 B によって製造されたが、そこでは S. Enteritidis は検出されな

かった。この 5 つの陽性バッチはポーランドの様々な食肉供給業者、と畜場及び/又は農

場に由来していた。これらの農場のいくつかは 2020 年に S. Enteritidis に陽性であった

(全ゲノムシークエンス解析によるタイピングは実施されていない)。一次産業現場でのタ

イピング情報が十分でないため、陽性であったポーランドの農場と汚染製品との間の微生

物学的関連性を確認することはできなかった。関連製品に対する管理措置が実施された

(差し止めやリコールなど)。 

  ヒト及び食品の S. Enteritidis 分離株の全ゲノムシークエンス解析では、単連結法(訳

注：クラスタリング法の 1 つで、クラスタ間の距離を、それぞれのクラスタに属する要素

同士の中で最も近い要素間の距離と定義する手法)を用いたクラスタリングにより、これ

らの分離株が単一のクラスタ(0～3 の対立遺伝子の差異)を形成することが確認された。

疫学及びトレーサビリティのデータ並びに当該結果は、フードチェーンにおける共通の汚

染源を示唆する。 

  回収が行われるよりも前に購入された関連鶏肉製品が適切に加熱調理されない場合な

ど、これらの喫食に関連した感染リスクが依然として残っている。汚染源が不明であるこ

と、また、(検査された鶏肉製品から)他の血清型のサルモネラ属菌や(集団感染株とは異な

る)S. Enteritidis 株が確認されたことは、これらの鶏肉製品が EU/EEA 及び英国におい

てサルモネラ属菌感染の再発リスクとなることを示唆する。 

https://www.fsc.go.jp/fsciis/foodSafetyMaterial/show/syu05560240149 

（2）欧州疾病予防管理センター(ECDC)、Q 熱に関する 2019 年疫学報告書を公表 

概要は以下のとおり。 

1. 2019年に欧州連合/欧州経済領域(EU/EEA)では、1,069例のQ熱症例が報告され、

うち 958 例(90%)が確定症例であった。 

2. 2019 年の EU/EEA の届出率は人口 10 万人対 0.2 症例であった。 

https://www.fsc.go.jp/fsciis/foodSafetyMaterial/search?keyword=%EF%BC%AC%EF%BC%A4%EF%BC%95%EF%BC%90&query=&logic=and&calendar=japanese&year=&from=struct&from_year=2021&from_month=02&from_day=19&to=struct&to_year=2021&to_month=03&to_day=05&areaId=00&countryId=000&informationSourceId=0000&max=100&sort_order=date.desc
https://www.fsc.go.jp/fsciis/foodSafetyMaterial/search?keyword=%EF%BC%AC%EF%BC%A4%EF%BC%95%EF%BC%90&query=&logic=and&calendar=japanese&year=&from=struct&from_year=2021&from_month=02&from_day=19&to=struct&to_year=2021&to_month=03&to_day=05&areaId=00&countryId=000&informationSourceId=0000&max=100&sort_order=date.desc
https://www.fsc.go.jp/fsciis/foodSafetyMaterial/show/syu05560240149
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3. 過去数年と同様、2019 年においても春及び夏季に症例数が増加する季節性のパター

ンが観察された。 

4. Q 熱症例の届出率は 64 歳まで年齢とともに増加し、14 歳より上の年齢グループでは

女性よりも男性の方が高かった 

https://www.fsc.go.jp/fsciis/foodSafetyMaterial/show/syu05560230470 

 

【★63 期衛生情報通信 3 月号[手指消毒用アルコールの法令上の位置づけ」】 

東京サラヤ株式会社様から情報提供いただきました。 

 

https://www.fsc.go.jp/fsciis/foodSafetyMaterial/show/syu05560230470
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【2021年1月29日 第4回食品の営業規制の平準化に関する検討会 議

事録 (mhlw.go.jp)】 

常任理事 小暮様から情報提供いただきました 

改正食品衛生法がいよいよ６月に施行されます。 

新たに営業届出が創設されましたので、該当の営業は６ケ月以内に届け出ることとされてい

ます。 

営業許可施設については、他に届出営業をしていても届出は不要と説明されていたのです

が、急遽２／１０に変更通知が出されています。 

 

先日、食品分析センター主催の食品輸出入研究会で東京都規格基準係の東郷さんが講話し

た時のＰＰ資料を添付します。 

最近、食品企業の品質管理担当者から変更理由を良く質問されるので、変更の経緯を東京

都規格基準係に確認したところ、1/29 に開催された下記の議事録を紹介されました。 

2021 年 1 月 29 日  第 4 回食品の営業規制の平準化に関する検討会  議事録 

(mhlw.go.jp) 

議事録での発言されている食品産業センターの富松さんにも電話して状況を聞いたとこ

ろ、「食品衛生法第 57 条に届出なければならない」と記載されているので届出なくても良

いという通知は出せない。ということの様でした。 

標準化委員会での検討もほとんどなく 2/10 には通知が出されていますので検討委員も

当惑されておられるとのことでした。 
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17067.html 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17067.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17067.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17067.html
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以下、議事録抜粋 

 

○事務局 

 ２つ目ですけれども、前回の検討会の中で、全体的なこれまでの議論を一回整理させても

らったものがありまして、その中で届出や許可など標準様式の御説明をした際、富松構成員

から様式の食品を書く欄がちょっと小さいではないかとの御指摘を受けて、そもそも今回の

制度の設計については、事業者の情報をきちんと把握するとか、作っている食品が何かとか、

そういった情報をきちんと把握すべきではないかという御指摘をいただいておりまして、そ

れに関連した回答ということでございます。 

 食品衛生法の改正で今回届出制度を創設したということでございまして、施設の存在を

きちんと把握しましょうということと、施設の営業内容をきちんと把握するというところが

大きい目的ということでございました。特に施設の存在を把握するということなのですが、

これまで一律に把握していたのが、許可を持っている 34 業種。これは法律できちんと申請

をしなさいということになっていますので、把握はできているのですけれども、それ以外の

届出業種については一律に把握ができているかというと、そうではないという状況でござい

ました。今回 HACCP の制度化もあって、許可業種以外の業種も把握するという目的で、

届出業種というのを設定したということでございます。 

届出業種については、きちんとその施設の存在を把握するという目的の下、これまでの自

治体への説明会とかの場で、許可営業を持っている施設と、併せて届出営業も行っている施

設については、既に施設の存在は許可の申請で把握ができているので、改めて届出をする必

要はないという御説明をさせてもらっているというところであったのですけれども、ただ、

施設の存在は把握できているのですが、一方で、その施設の営業内容は十分に把握できてい

ないということもありまして、そうすると、監視指導をする際や事故が発生した際に、そう

いった情報をもって速やかに対応できるかどうかということが必要になってきますので、や

はりきちんと施設の営業内容を把握するということが必要だと考えております。 

したがいまして、これまで施設で許可を持っていて、プラス営業の届出を行っている施設

については改めて届出をする必要はないと説明していたのですが、そこは訂正をして、届出

業種の営業を行っている施設については、改めて届出も行っていただいて、きちんと営業内

容を把握していくということで訂正をしたいということでございます。この内容については

また改めて通知をしていきたいと考えています。 

以上です。 

○五十君座長 

 富松構成員、何かコメントありますか。 

○富松構成員 

 許可業種の方々が作っている製品群とか製品情報とかを把握すべきだとは思うのですが、

その方々にあえて届出をさせるという意図はありません。ただ、１施設１許可の原則を重視

すると、許可業種の名前の中にそれ以外に作っているものが全部隠れ込んでしまうので、状
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況把握ができなくなるということで、主たる製品だけ把握できればいいのではないかと思っ

たのですが、改めて許可業種の方に届出とかその他の営業許可をどんどん追加していくよう

な形になるのは本来ではない。本末転倒だと思います 

私は、何か事故などがあったときに情報を把握するのには、主たる製品がもう少し正確に

把握できるようにするべきかと。そのためには、主たる製品のところにもっと複数書き込め

ればいいのではないかと思います。別途届出をするべきだと言った覚えは全くございません。

本来申請とか届出はシンプルなほうがいいに決まっています。許可申請もやり、届出もやり

ということになると、ほかの許可業種の製品を作っていたら、それも営業許可を取れという

ことで、１施設１許可と違う話になっていきますよね。 

○事務局 

 はい。今回届出の件については、法律の中で届出をするということが決まっていまして、

届出については、許可もしくは食鳥の処理施設等以外の営業を行っている場合、届出をしな

ければならないと決まっております。ですので、届出についても、届出業種を 29 業種設定

をしていて、販売業等、許可ではない業種をそこで把握するということでございます。 

○富松構成員 

 許可業種の方に改めてそれ以外の届出をやっていただくというのは、私の本意ではござい

ませんでした。 

十歩下がってそういう形だとしても、そうすると、ある許可業種を取っていれば、主たる

製品でない中で、ほかの許可業種のものを作っているという状況はあり得ると思うのです。

その情報は別途許可を申請しない限り把握できないことになりますね。私としては、主たる

製品のところにしっかりと情報が入ればいいのではないかと思っていただけでして、申請と

か許可の手間を増やすというのは本来ではないですよね。 

○五十君座長 

 おそらく欄を大きくして、主たるもの以外を書いてもらえば、あえて届出をする必要はな

いのではないかという趣旨で御発言いただいたということですね。 

○富松構成員 

 そういうことです。 

○五十君座長 

 事務局、いかがでしょうか。 

○事務局 

 法律的な話は、先ほどお話ししたとおり、届出をしなければいけないということになって

います。あと、手続の手間については、今、構築している食品衛生のシステムの中で手間が

かからないような形で手続ができるということを考えております。 

○富松構成員 

 それだと、許可業種兼届出業種というのがたくさんできてしまうということですか。 

○事務局 

 そういうことです。 

○富松構成員 
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 許可業種でかつその他製品を販売しているという事業者もたくさんあるのですが、それは

許可業種で。 

○事務局 

 ごめんなさい。もう一度お願いします。 

○富松構成員 

 何とかの販売というのは、販売だけする場合には届出業種となりますよね。 

○事務局 

 はい。 

○富松構成員 

 許可業種のものを販売していれば、それは許可業種ですね。 

○事務局 

 はい。 

○富松構成員 

 それ以外のものも販売していれば、そこは届けなさいということになって、いろんなもの

を販売していたとしたら、何十種類の届出をやらなくてはいけないということですか。 

○事務局 

 届出については、主たるものを届出してもらうと考えておりまして、例えば販売店、多品

目を扱っているコンビニエンスストアとかスーパーマーケットというような場合は、そうい

った業種を設定しておりますので、その業種を選定して届出をしていただくことになります。 

○富松構成員 

 私が前回申し上げたのは、監視指導をする側として営業を把握するために、主たる製品を

もう少し情報として取るべきではないかということで、別途届出をやらせる、手間が増える

ようなことを要求したつもりはないのですが、法のたてつけ上、そうならざるを得ないとい

う解釈なのでしょうか。 

○事務局 

 そのとおりでございます。 

○富松構成員 

 今まで聞いていたのと全然違うのですけれども。私が余計なことを言って余計な仕事が増

えてしまったような。 

○事務局 

 いえ。富松構成員がきっかけというわけではないのですが、そもそも私どもの法律の運用

の在り方というところが、今まで御説明が誤っていたというところがありましたので、今回

この場で訂正をさせていただくということでございまして、前回きちんと品目とかを把握す

べきだということもありましたので、届出の機会を設けて、本来の形に戻したということな

のですが、その際にその品目についても確認することができるということでございます。 

○五十君座長 

 いかがですか。 

○富松構成員 



食科協Ｎｅｗｓ                                  第２１２号 

 

12

 営業規制の取りまとめの分厚い冊子から見返してみたいなと思いますが、そこの中に許可

もさせて、届出もさせるというような内容はなかったように思うのですが、いかがでしょう

か。 

○事務局 

そこは、これまで法律の中で許可の方は許可の申請をする、届出の方は届出をするという

ことになっておりまして、私どものこれまでの自治体向けの説明の中で、許可を持っている

方は改めて届出を必要はないという誤った説明をしておりましたので、これをこの場で訂正

をさせていただくということでございます。 

○富松構成員 

 許可の方に改めて届出をする必要はなく、ただ届出業種の商品を主たる製品のところに情

報として入れればいいだけのような気がするのですけれども。 

○事務局 

 それは届出の仕方の話になりますので、簡便な方法を工夫しています。 

○富松構成員 

 同じ書式の中で届出兼許可という書き方をするということですか。 

○事務局 

 書面の書式はそのように作っております。システム上でも事業者の情報などは一度入力す

れば、その情報を利活用できますし、あとは届出業種について業種を選択していただいて、

登録をしてもらうという操作になりますので。 

○富松構成員 

 用紙案ができたら教えてください。見させていただいてよろしいですか。 

○事務局 

 分かりました。 

○五十君座長 

 ほかの構成員いかがですか。稲見構成員、どうぞ。 

○稲見構成員 

 たしか営業規制の検討会の中で届出業種がなぜ必要かという議論があったと思いまして、

その中で、どんな営業をしているのか、どこにそういう方がいるのか分からないので届出が

必要だと。許可の人については、もう既に許可という形で行政が把握しているので、それは、

届出は必要ないですよという整理でずっと来たような気がしていまして、ここに来て、許可

業種も届出が必要なのですという話が新たに出てきまして、今、驚いているところです。私

どもとしては新制度についてアナウンスを始めている段階でございまして、ここで方向転換

というと、非常に混乱するかなと思っております。それでも許可の事業者の方も届出が必要

だと厚生労働省は考えていらっしゃるということでしょうか。 

○五十君座長 

 事務局、いかがですか。本質的で重要なポイントの御指摘であるという気がするのですが。 

○事務局 
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 法律上、そのような構成になっておりますし、施設の存在は許可の情報で把握することが

できるのですけれども、許可の営業内容以外の情報については、届出の営業をやっているの

であれば、その内容の情報を持っておりませんので、そういった情報をきちんと把握してお

く必要があると考えております。 

○五十君座長 

 私も、今、御意見がありましたように、従来は、届出制度は許可業者でない事業者を、食

品を扱うのだから掌握しましょうという考え方で議論されて、皆さんそのように理解してい

たと思っておりました。既に営業許可を取得している場合は届出をしなくていいのだという

考え方で説明されていたのを納得していたというのが実情であると私も認識していました。

今回の改めて届出は法律的にはしなくてはいけないという話だと、今までの説明や理解と違

ってしまうと思われるのですが。これは課長から説明していただいた方がよろしいかと。 

○三木食品監視安全課長 

 補足になりますけれども、当初の検討会の議論の中で、許可と届出制度の創設する理由の

一つとしては、HACCP の管理が義務づけられるということになったので、HACCP の管

理をちゃんとできているかどうかを監視指導するには、その存在をまず把握しないといけな

いので、届出の制度をつくって、公衆衛生上必要がないものを除いては、すべからく行政が

その所在を把握できるようにしておきましょうというようなスタートだったと思います。 

そういう意味から言うと、許可を取っているところについては、保健所が許可の内容につ

いては把握をしているので、届出は必要ないだろうという整理で、こちらもそのように説明

をしていたと思うのですが、そもそも届出の内容について保健所では十分把握できていない

ということも含めて、省令の書きぶりでしたか。 

○事務局 

 法律上になります。 

○三木食品監視安全課長 

 法律上、許可と届出の書きぶりを並列にしているので、許可を出していれば届出をしてい

なくていいというようなたてつけになっていないというのが現状です。なので、許可の申請

書の中には備考欄とかもあるので、１施設１許可の原則上は、ほかの許可の内容については

備考欄に書いていただくということになると思うのですけれども、届出の内容はそこには書

けないということなので、届出をしていただかなければいけないという話になっています。 

ただ、届出についても、いろんなことをやられている場合は、主たる届出で済むようには

しておりますし、システム上でも幾つか選べるようになっていますので、そういう届出の仕

方で事業者さんの負担にはならないようにしていこうと思っているというところです。 

法令上の補足については法令担当からお願いします。 

○事務局 

 新食品衛生法の第 57 条に「営業（第 54 条に規定する営業、公衆衛生に与える影響が少

ない営業で政令で定めるもの及び食鳥処理の事業を除く。）を営もうとする者は、厚生労働

省令で定めるところにより、あらかじめ届け出なければならない」という規定になっている

と。この規定を見ますと、営業許可を有しているからといって、その者が届出をしなくてい
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いといった運用を許容していると解釈するのはなかなか難しいのではないかと考えており

まして、今回改めて許可営業者であっても届出事業を営んでいる方については届出をしても

らう必要があるのではないかというふうにお示ししたところでございます。 

○五十君座長 

 時間がかかりそうですが、どうしましょうか。富松構成員、どうぞ。 

○富松構成員 

 法律の条文には確かにそのように書いてあるのですが、それは解釈というのがあってもい

いかなと思います。通知とかで修正があってもいいのかなと思うのですが、もう既に猶予期

間等々について通知がされていまして、今、許可業種があるものだったら、次の更新時期ま

でそのまま継続できますし、新たなものは３年間猶予期間あるとなっています。これに対し

６か月猶予期間しかない新たな届出というものが入ると、二度手間、三度手間の申請や届出

の負担を事業者に強いることになります。これは、今まで説明を受けていた我々からすると、

納得のできない経過措置になってしまうと思います。納得ができませんね。そこの部分につ

いての解釈を通知等々で出していただくほうが、問題が起きにくいと思うのですがいかがで

しょうか。 

むしろ欲しいのは、どういう営業がなされているか、どういう製品が扱われているかの情

報だと思うので、届出をさせること自体が目的になるというのはおかしいような気がするの

ですが。 

○五十君座長 

 法律上、今のような趣旨、届出が省略できるような通知を出すことはできるのですか。 

○事務局 

 法律で規定されていることでございますので、それを通知でひっくり返すようなことはな

かなか困難なのではないかなと考えております。 

○五十君座長 

 ということですが、皆さん、驚いたという表情がほとんどのようですが。誰かありますか。

自治体の方、直接影響してくると思うのですがいかがですか。斉藤構成員、確認してよろし

いですか。先ほどの方向性で徹底されていくというお話ですが、いかがですか。 

○斉藤構成員 

 北海道の斉藤でございます。 

今の話を聞いていて、急に変えられたのでびっくりしているところでございまして、稲見

構成員も言っていましたが、既に周知等をしていっている状況の中で、これをまたひっくり

返すというのは非常に混乱を招くかなと思っております。できれば今までどおりの見解の形

で何とかできるような形に持っていっていただけるというのが、混乱を招くことなく６月１

日施行に向けてできるのかなと思っているところでございます。よろしくお願いします。 

○五十君座長 

 福岡、田村構成員、いかがですか。 

○田村構成員 

 田村です。まさに同じですね。特に加えて申し上げることはございません。 
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○五十君座長 

 ありがとうございました。 

私自身も、今までの議論でそのように構成員の方々は認識しておられたのかなというと、

そうではなかったという気が致しました。ただ、今のお話ですと、法律的には対応のしよう

がないということなのですが、運用などで対応することはできないのですか。 

○三木食品監視安全課長 

 対応の仕方がないというか、申請様式は同じなので、許可申請書兼届出書なので、富松構

成員が言われたような、同じ申請様式の中で備考欄とか届出欄とかもありますので、そこに

書いていただくことで、結局、届出をすることになりますが、手続的には変わりはないとい

うような整理がつけられないかというのは、ちょっと検討してみます。 

○五十君座長 

 富松構成員。どうぞ。 

○富松構成員 

 その場合の期間。許可業種に与えられた猶予期間と届出に与えられた猶予期間が違います

ので、そこについては緩和された措置をいただければと思います。でないと、今まで説明し

たことを大きくひっくり返し、しかも届出の人は６か月以内に。今まで届出の必要がなかっ

たと思っていた人たちも、届出のために許可申請を書き直すみたいなことになりますよね。

先ほどの説明では、今やっている許可業種はそのまま継続していいとおっしゃられていまし

たが、そこに販売とかが入っていて、届出が加わるとしたら、届出時に許可を申請しろとか

いう話になりかねないので、そこに対する別途猶予というか、何かの施策が欲しいと思いま

す。 

○五十君座長 

 なるべく混乱を来さない形での対応を事務局で検討していただいたほうがよろしいので

はないかというのが、検討会の構成員の皆さんが感じているところであると思います。大変

申し訳ありませんが、御検討をお願いいたします。何か良い方法があると思いますので、御

提案をいただきたいと思いますが。 

○三木食品監視安全課長 

 いずれにしろ、営業者の方が何をやっているかというのは把握をしないといけないので、

富松構成員の言われたような許可行為だけではなく、届出の行為もやられていれば、その把

握をどの時点でどういう形でするかということもありますし、基本的には食品衛生監視員の

方が監視指導で巡回されたときに、何をやっていますかということを十分把握しておかない

といけないと思いますので、そういうのが効率的にどういう形でできるのかどうかというこ

とも含めてちょっと検討したいと思います。 

○五十君座長 

 すみませんが、御検討はしていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

それでは、この件に関しましては事務局にお任せして、検討していただくということにい

たします。次にまいります。３番目について、御発言をお願いできますか。 
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議事録での発言されている食品産業センターの富松さんにも電話して状況を聞いたとこ

ろ、「食品衛生法第 57 条に届出なければならない」と記載されているので、届出なくても

良いという通知は出せない。ということの様でした。 

 

標準化委員会での検討もほとんどなく 2/10 には通知が出されていますので、検討委員

も当惑されておられるとのことでした。 

 

届出業種については、下記の通知のとおりです。 

https://www.mhlw.go.jp/content/11130500/000624120.pdf 

参考まで 
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